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第三者割当増資の結果に関するお知らせ 

 

 

平成26年11月14日及び平成26年12月3日開催の当社取締役会において決議いたしました当社普通株式

59,100株の第三者割当による新株式発行（第三者割当増資）につきまして、割当先であるＳＭＢＣ日興証券株

式会社より当社普通株式59,100株の割当に応じる旨の通知がありましたので、お知らせいたします。  

当社では、当社普通株式の東京証券取引所マザーズへの上場に伴う公募による募集株式発行並びに

引受人の買取引受けによる株式売出しに関連して、ＳＭＢＣ日興証券株式会社を売出人として、当社

普通株式59,100株の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」といいます。）を行いま

した。  

本第三者割当増資は、このオーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社株主である吉井

伸一郎より借入れた当社普通株式の返却を目的として、ＳＭＢＣ日興証券株式会社に対し行われるも

のです。 

 

記 

 

１．募集株式の発行概要  

（１） 発行株式数 当社普通株式 59,100株 

（２） 払込金額  １株につき  金 1,938円 

（３） 払込金額の総額  金 114,535,800円  

（４） 割当価格  １株につき  金 2355.20円  

（５） 割当価格の総額  金 139,192,320円  

（６） 増加する資本金及び資本準備金

に関する事項 

増加する資本金１株につき  

増加する資本準備金１株につき 

金 1,177.60円 

金 1,177.60円 

（７） 割当先及び割当株式数  ＳＭＢＣ日興証券株式会社  59,100株  

（８） 申込株数単位  100株  

（９） 申込期日  平成27年1月20日（火曜日）  

（10） 払込期日  平成27年1月21日（水曜日）  

 （注）払込金額は会社法第 199条第１項第２号所定の払込金額であり、割当先より払い込まれる金額

は割当価格（東京証券取引所マザーズへの上場に伴い発行した株式の募集並びに株式の売出し

の引受価額と同額）となります。 

  

会 社 名 サ イ ジ ニ ア 株 式 会 社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  吉 井 伸 一 郎 

 （コード番号：6031） 

問合せ先 取締役執行役員 CFO  横 溝 大 介 

 （TEL.03-5743-3147） 



 

 

 

２．本第三者割当増資による発行済株式総数及び資本金の推移  

 現在の発行済株式総数 1,966,097株    

 （現在の資本金  金 692,871,423円）  

 増資による増加株式数  59,100株    

 （増加資本金  金 69,596,160円）  

 増資後発行済株式総数  2,025,197株    

 （増加後資本金  金 762,467,583円）  

 

３．手取金の使途  

今回の第三者割当増資による手取概算額 138,705 千円につきましては、公募による新株式発行

による手取概算額 599,219 千円とともに、広告配信量及び取り扱うデータ量の増加に対応するた

めのサーバー等の設備投資に平成 27 年６月期に 18,000 千円、平成 28 年６月期に 40,000 千円、

平成 29 年６月期に 40,000 千円、平成 30 年６月期に 80,000 千円、当社に蓄積させるデータを保

管するデータセンターの利用料の増加に平成 27 年６月期に 16,000 千円、平成 28 年６月期に

47,000 千円、平成 29 年６月期に 78,000 千円、平成 30 年６月期に 100,000 千円、通信回線料の

増加に平成 27年６月期に 11,000千円、平成 28年６月期に 22,000千円、平成 29年６月期に 32,000

千円、平成 30 年６月期に 51,000 千円を充当する予定であります。また、人員拡充に伴うオフィ

ス移転及びオフィス構築費用として、平成 27 年６月期に 30,000 千円、インターネット広告市場

の成長を背景として、インターネット広告等の受注件数拡大による売上の増加に伴い広告枠費用

等も増加することから売上回収までの運転資金として、平成 28年６月期迄に 172,924千円を充当

する予定であります。データセンターの利用料は、当社に蓄積されるデータが増加すればするほ

ど、サーバーの増設が必要となり、結果としてデータセンターにおいてサーバーを保管する面積

が必要となるため、利用料が増加するものであります。 

なお、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等で運用する予定であります。 

 

 

以 上 

 


